
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取手駅】 

11. ホーム体制見直しができると判断した根拠はなにか示すこと。 

【回答】執務場所を集約することにより、効率的でより生産性の高い業務執行体制を構築できることから、体制の見

直しを行うものである。 

 

12. ホーム体制見直し後の駅全体の体制について具体的に示すこと。 

【回答】「２０２４年度営業関係施策（その２）について」で示したとおりである。 

 

13. 異常時発生時のフローについて具体的に示すこと。 

【回答】異常時においては、箇所総体で対応することとなる。 

 

(組)執務場所の集約はどこか 

（会）東口の内勤が情報拠点になる。遺失は西口。情報箇所が集約されるので異常時対応も向上する。 

（組）取手は今までホーム体制が残っていた理由はなにか 

（会）特殊性。具体的に言うと折り返しや貫通、遺失だ。特殊性は教育していく。 確認 

（会）異常時発生時、輸送１徹は早寝。ホットラインは内勤事務室。人身事故等の現責は当務駅長。輸送社員が情報拠

点に残る。一般社員が作業責任者になる。 確認 

(組)取手～藤代間は水戸支社との境であり、いわゆるデッドセクションもある。ここで発生した異常時はどちらが対

応するのか  

(会)支社云々ではなくより早く行ける人（駆けつける）が対応することとなる。 確認 
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